
平時の備えから、発災直後・中・長期を

含む期間を扱っています。

災害時のこどもの居場所づくり

【研修資料】 こども家庭庁「災害時のこどもの居場所づくり支援に関する調査研究」

研修で取り扱う対象期間

行政職員（こども支援・子育て支援担当、教育担当・危機管理担当）、学校職員、保育士、児童館や児童福祉関連施

設の職員、障害児支援に関わる方、民間の支援団体の方、地域での防災活動に関わる方、災害支援に関わる方々

この研修資料では、過去の実践の知見を踏まえた「災害時のこどもの居場所づくり」に必要な情報をまとめました。

被災したこどもたちの成育とこころの回復が、安全かつ継続的に支えられることを目指します。

-こどもの権利や気持ちに寄り添う支援を-

研修対象者

＜居場所を利用したこどもの声＞

避難所の中にこどもの居場所があったので、

生活の再建で忙しい親が、避難所に帰って

くるのが遅くても、寂しい思いをせずにい

られた。

（小6時に豪雨災害で被災した男子高校生）

＜居場所を利用したこどもの声＞

避難所生活の後、借家のアパートに移ったが、

家では思うように勉強ができなかったので、

NPOの人たちがやっていた放課後学習会や

夜間学習会に参加した。

（中1時に地震で被災した21歳女性）

＜居場所を利用したこどもの声＞

中1から居場所が閉鎖するまで7年通った。

家族には言えない相談もできた。学校以外

の場所で人に関われたのは良い経験で、そ

のおかげで今の自分がいるのだと思う。

（小5時に地震で被災した25歳女性）

研修の目的



学童期（6～12歳） 思春期（13～18歳）

乳幼児（0～5歳）

手引き I章 総論
2.1 こどもにとっての「災害」（P.6）

できごと こどもの困難

恐怖体験・喪失体験

•こども自身の負傷、余震、二次災害

•家族や友達など、大切な人の死傷

•家や大切な物を失う

•周りのおとなが心理的・時間的余裕を

失う

生活環境の変化

•避難所などでの不自由な生活

•不規則な生活、ライフラインの途絶

•休校・休園・転居、転校

地域コミュニティの毀損

•破壊された景観の中での生活

•見知らぬおとなが地域に大勢来る

•治安の悪化

•マスメディアなどによる報道

•避難所や仮設住宅からの転居

•学校の再開、進路変更

•避難先からの帰還か移住かの選択

•住み慣れた地元や友達との別れ

•周りのおとなの疲労

•被災者同士の意見対立や口論

•地域の復旧等による環境の変化

など

•死の恐怖・死の切迫感

•不安や緊張の継続

•家族や親しい人との死別・離別

•辛さや悲しみを吐露することへのためらい

•急激な環境変化や不自由さによる

心身の疲労

•教育機会のはく奪、居場所の喪失

•活動や遊びの制限

•新しい環境（住む場所、学校、人間関係）への

適応の難しさ

•地域の保護力の低下

•地域の安全が失われ、緊張を強いられる

•プライバシーの侵害、落ち着かなさ

•家族や親しい人との関係性の変化

•被災状況の異なる（分からない）友だちとの

•関わりへの戸惑い

•自分の経験や気持ちを語れない・

共有できない

•おとなへの気遣い

•頑張り疲れ

◆こどもが置かれる状況と困難

被災したこどもたちの心身への影響と理解

▶ 被災したこどもに起きる反応は、異常な環境下での自然な反応

▶ 安心・安全の回復で改善するため、支援者の理解と配慮が重要

憂うつな気分

めまい

頭痛

夜泣き発熱 爪を噛む

◆被災したこどもに見られやすい反応の一例
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アトピーなど

持病の悪化

トイレに一人で

行けない

乱暴な行動



【平時からの取り組み】

手引き I章 総論
2.2 災害時のこどもの居場所に期待される役割と機能（P.9）「こどもの居場所」の役割と機能

• 物理的空間＋心理社会的な支え

• 安心安全や成長支援を提供

• こどもの「回復力（レジリエンス）」を引き出す

「居場所」はこどもの権利を守る場

安心できる場
こどもが安心して

過ごせる場と

時間を保障

成長支援
発達に応じた

活動の機会を提供

参加促進
こどもの意見や

ニーズを設計に反映
※居場所づくりは、

運営や活動へのこどもたちの

主体的な参加が不可欠

交流支援
多様な人との

出会いを創出

知識習得
こどもの権利に関する

知識を学ぶ

普及啓発
こどもの権利の普及・

啓発活動

相談体制
SOS可能な相談・

救済機関の設置

参加促進
まちづくりへの

こどもの参加
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【基本的な機能】

役割

▶ こどもの回復力を引き出し、権利を守る重要な役割を果たすのが

災害時の「こどもの居場所」



報道対応

手引き II章 災害時のこどもの居場所づくり〜発災後〜
1.1 こどもの権利の保障の視点（P.15）
1.2 安全・安心な場づくりの視点（P.17）

 

「こどもの居場所」に求められる基本要件とセーフガーディング

こどもの権利とセーフガーディングの重要性

災害時、こどもの権利と安全への配慮不足は、直接的にこどもの不利益につながる。

【こどもの権利条約の４原則】
• 差別の禁止（第２条）

• こどもの最善の利益（第３条）

【「セーフガーディング」とは】
こどもを虐待や権利侵害から守るための指針・行動規範を定め、

遵守すること

災害時のこどもの居場所基本の考え方 安心・安全な場づくりのための具体的な配慮

項目 内容

対象者
被災地域のすべてのこどもと支援を必要とする若者

(必要に応じて保護者支援も行う)

運営主体
行政、NPO法人などの民間支援団体、こどもと関わる

各種団体

場所

各避難所（多くは学校・保育所などを活用）、公民館、児童館、

公園、寺社など。「こどもの居場所」は各避難所に1か所ずつの

設置が基本。在宅避難のこどものために地域にも設置する

開始時期 できる限り早く（発災当日～2〜3日以内が理想）

運営期間

学校・保育施設等の再開まで

（再開後も、こどもの暮らしを平時に戻していくことを意識し

ながら、ニーズに合わせた継続検討が必要）

こどもの参加 意見表明の権利を保証し、意思決定に参加できるように

権利を守る仕組み こころの回復を支える

• 生存と発達（第６条）

• こどもの参加（第１２条）

• セーフガーディング指針・行動
規範を作成し、ポスター等で告知

• こどもや保護者がいつでも相談
できる窓口・意見箱を設置

• 第三者の目が入る見守り体制の
構築

• 災害後のこどものこころの状態に
ついて最低限の知識を持つ

• 身体化症状などを理解し、気にな
る場合は早期に専門家に相談

• 専門支援につなげる体制を整備

多様な出会いと経験 こどもの声を聴く
• イベントや交流活動で肯定的な

記憶をつくる

• 多彩なスタッフ・ボランティアとの
出会いの機会

• こどもの意見を尊重し、居場所づ
くりに反映

• 保護者・地域のおとながこどもの
権利を理解

• 取材時はセーフガーディングを説明し、こどもの権利侵害がないように配慮

1
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▶ 災害時においても、こどもの権利を守り、回復を支える

「居場所」づくりが重要



窓口が不明確な場合のリスク【窓口一本化により実現できること】

手引き II章 災害時のこどもの居場所づくり〜発災後〜
2.2 連携と調整（P.19）発災時：居場所設置のための連携・調整体制

窓口の一本化

窓口の一本化は、災害時の混乱を避け、効果的な支援を実現するための最優先課題です。

• 混乱状態での効率的な支援調整

• 支援の重複や偏りを防ぐ

• 限られた資源の有効活用

• 迅速な意思決定

• 責任の所在の明確化

• 情報伝達経路の簡素化

• 情報の錯綜

• 支援の遅延

• 支援の空白地帯の発生

• 重複支援

▶ 「窓口の一本化」と「平時からの関係構築」が大事

▶ 災害時のこどもの居場所づくりは、多組織の連携と調整で実現

【窓口の一本化】

【最終目標】

• 効果的な災害支援の
実現

• こどもの居場所づくり
の迅速な展開

③

行政と支援団体の
連携・調整

①

行政組織内の
連携・調整

②

支援団体同士の
連携・調整

・こども子育て部局

・危機管理部局

・教育委員会

・その他関連部局

・NPO法人

・NGO

・ボランティア

・企業

・民間団体

統一窓口の設置

責任者の明確化

情報共有会議体の設置

情報共有

役割分担

支援調整

資源配分

①、②によって内部を整理する

各組織・団体は、まず内部での連携・調整を行い、

対外的な窓口を一本化する

③によって窓口同士が連携可能に

窓口が明確になった段階で、初めて

「行政⇔支援団体」の効果的な連携・調整が可能

DWAT・DEST等、派遣されて被災地に

入る専門チームとの連携も必要



【重要】  民間の活動資金の確保

終了・引継ぎ

手洗い場
（清潔維持）

トイレ
（男女別・分かりやすく）

手引き II章 災害時のこどもの居場所づくり〜発災後〜
3.4 人材の確保と研修など（P.29）
3.5 モニタリングと評価（P.31）
4 こどもの特性や事情に応じた配慮と支援（P.31）

発災時：居場所づくりの手順① アセスメント・計画・空間デザイン

アセスメント（状況把握）1

□ 被害状況

□ こどもの置かれた環境

□ 安全な場所はどこか

□ どんな支援が必要か

まず何を把握する？

活動内容の計画2

□ 安全・安心な場

□ 遊びの場

□ 学習の場

何を提供する？

「日常」を早期に取り戻す馴染み深い活動を取り入れる

空間デザイン3

□ 避難者の生活スペースから離れた場所か

□ こどもが周りを気にせず遊べるか

□ 年齢・発達段階に応じた空間配置であるか

屋内スペース屋外スペース(体を動かす)

外遊び
エリア

ボール遊び
エリア

読書
エリア

工作
エリア

□ 屋内にも体を動かすスペースを

□ 安全確認(不審者の立ち入りを防ぐ)

□ 数年間の利用も視野に

• 災害時のこどもの居場所づくりは、行政が関わり

進められることが基本だが、民間団体が

自主事業として実施しなければならない場合もある

• 中長期的な継続のため、以下手法について

早期の検討が必要

寄付金・クラウドファンディングの活用

国・中間支援団体・財団の助成金の活用

□ 食事・おやつ

□ 相談支援

□ こどもの主体的な活動

6

• 当初から終了時期を想定する

• 引継ぎ先・方法を準備

• こども・保護者への丁寧な説明を行う

▶ 個別ニーズに応じ、空間・人材・運営のあり方を検討

更衣室・授乳室
（プライバシー確保）

※指定避難所（学校等）だけでなく保育所や他施設も活用し、

被災したすべてのこども・若者が居場所を利用できるよう検討する

多目的
エリア



発災時：居場所づくりの手順② 人材育成・運営管理と配慮
手引き II章 災害時のこどもの居場所づくり〜発災後〜
3.4 人材の確保と研修など（P.29）
3.5 モニタリングと評価（P.31）
4 こどもの特性や事情に応じた配慮と支援（P.31）

人材の確保と研修4

□ こどもの年齢に応じた適切な関わりが
できる

□ こどものペースを尊重した関わりが
できる

□ 安全面への配慮ができる

こんな人が必要！

質の高い支援には、適切な知識とスキルを

持った人材の確保が不可欠

必要な取り組み

（１）研修の実施 （２）支援者支援の体制

（３）セルフケアの推奨

• 活動前や活動中の研修

• 勉強会

→こどもの心理状態や

配慮すべき事柄について

• ス タ ッ フ が 不 安 を         
話せる場

• 仲間との気持ちの共有

• 専門家への相談体制

• 体調不良を申告しやすい環境づくり

• 無理をしない体制づくり

• 自らも被災者であることを認識

配慮が必要なこどもたち5

□ 親・家族・身近な人を亡くした

□ 家族と離れた

□ アレルギー疾患がある

□ 障害・発達特性がある

□ 医療的ケアが必要

□ 外国語が母語

□ 家族支援が必要

□ 避難所からの支援が届きにくい

・不登校などによる

・在宅避難、2次避難などによる

状況により特に配慮が必要なこども

モニタリングと評価6

定期的な見直し

7

□ こどもの様子は時間とともに変化

□ 居場所の開設時間などのニーズも変化

→こどもや保護者などにモニタリング評価に参加して
もらう（意見を聞く）ことで、柔軟に対応を調整していく



手引き I章 総論
2.9 居場所の運営期間（P.13）
III章 平時の備え〜発災前〜 3 災害時のこどもの居場所づくりと
「こどもにやさしいまち」の推進（P.40）

中長期的な支援：居場所の継続と平時への移行

なぜ中長期支援が必要か？

• 被災状況や家庭環境等で回復に差。発災以前の課題が絡み合う場合もあり、個々での継続支援が必要なため

• 生活環境の急激な変化が続くなか、変わらぬ「安全基地」の維持が不可欠であるため

• 外部支援撤退後も、地域で子どもを支える実践を通じ、平時の地域力向上と将来の備えへ繋げるため

• 災害体験は、発達段階ごとの課題（愛着形成、学習、自己形成）と重なり、時間差で影響が現れることがあるため

災害 発生

災害時のこどもの居場所

（地域・こどもの関係資源を
回復）

被災中：避難所・仮設住宅/

コミュニティでの継続的支援

（担い手と仕組みが育つ）

地域における平時の居
場所へ引き継ぎ

（次の災害への備え）

平時のネットワーク / 

人材育成

フェーズ 時期の目安 居場所づくりの重点

災害直後 〜1週間
安心・安全の確保 / 保護者と離れない

/ 過剰な刺激を避ける

初期回復期 1週間〜2ヶ月
遊びと生活リズムの回復

/ 観察と傾聴

移行期 2ヶ月〜6ヶ月
学校・地域資源への接続
/ 必要な支援につなぐ

発災からの時間経過に応じて、「居場所づくり」における大切な

ポイントは移り変わっていきます。下表を参考にしてください。

8

▶ こどもの居場所づくりは、発災直後から中長期にわたる

継続的な支援が不可欠
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手引き III章 平時の備え〜発災前〜
 1 災害時のこどもの支援の位置づけの明確化と
ネットワークづくり（P.34,P.36）

平時からの備え① 支援体制の明確化とネットワーク構築

取組内容 行政組織内 行政と支援団体 支援団体同士

計画への位置付け
地域防災計画等に「居場所」設置を位置付け
※ 「防災基本計画」にも、こども・若者の居場所の確保に
    関する記載あり

民間団体、大学等と協定締結 情報共有・ネットワークを組織

窓口・責任者
災害時のこどもの居場所支援に関する窓口や
責任者を決定

具体的活動について協議 行政窓口となる団体・個人を決定

情報共有ルール 部署間の個人情報共有ルールを事前検討
緊急時ガイドライン作成 緊急時ガイドライン作成

個人情報共有枠組み整備 個人情報共有枠組み整備

関係づくり 現場職員の理解・協力確保 「顔の見える関係」を構築 ネットワーク組織での情報共有

協働経験 避難所運営計画に居場所活動を反映
公共施設貸出しなどで協働経験を
積む

平時からのネットワークでの
協働体制づくり

情報収集・把握
支援団体情報の収集・把握 平時から、緊急時のこども支援に

ついても意見交換の場を設ける
平時から、緊急時のこども支援に
ついても意見交換の場を設ける団体の信頼性・安全性を事前確認

支援体制 研修モデルを作成
(国の「こども意見ファシリテーター養成講座」など)

支援者支援体制の整備 －

活動方針・規程の整備 －
行動規範の作成、
セーフガーディング指針の作成

物資・資金使用規程整備

人材育成 研修を実施。人材の裾野を広げておく
情報共有会議などでの研修の実
施、ネットワークづくり

研修会・勉強会実施

人材（コーディネーター含）確保・育成

効果的支援
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▶ 災害時の効果的支援に繋げるため、平時からの取り組みを！



【自治体の役割】 【支援団体の役割】

災害時に各種団体が協力できる体制がつくられている

平時から、地域でこども・若者支援を行う団体同士のネットワークを組織する等し、

民間団体同士、及び行政と情報共有できる仕組みをつくっている。

災害時に行政との窓口や調整機能を担う団体・個人を決めている。

災害時の対応について、団体間の共通認識がつくられている

個人情報の共有の枠組みや、避難所等でのこどもの居場所づくりの連携体制につ

いて等、災害時に起こり得る課題について団体間で検討する機会がある。

災害時のこども・若者支援やこども・若者の居場所づくりに関する対応方針につい

て、セーフガーディング指針や行動規範等のガイドラインを作成している。

災害時のこども・若者支援やこども・若者の居場所づくりに関する対応について、団

体間で連携協定等が締結されている。

居場所支援に関連する備品の調達、準備、清掃、スタッフの食事、駐車場の手配、ト

ラブルへの対応等、責任をもっておこなうための準備を整えている。

各種資源を災害時に活用するための準備ができている。

緊急支援時の物資及び資金の使用に係る規定が整備されている。

災害時に提供可能な支援の内容をパッケージングして示している。

災害時に対応できる人材の確保・育成を進めている。

災害時のこども・若者支援やこども・若者の居場所づくりに関する研修会や勉強会

を実施している。

災害時のこどもの居場所づくり支援についての方針が明示されている。

自治体で定める地域防災計画や避難所運営マニュアル、こども計画等に、災害時に

おけるこども支援のあり方についての記載がある。【手引き34ページ】

災害時のこどもの居場所支援に関する窓口・責任者が決まり、明示されている。

【手引き20、22、34、35ページ】

こどもの個人情報の共有の範囲や方法等、災害時に起こり得る課題への対応方針

を定めている。【手引き20、21、35ページ】

災害時の体制や対応方針について明示したガイドラインを作成している。

【手引き36ページ】

災害時に利活用可能な資源の情報を収集し、リストアップができている。

保育園・こども園が被災後早急に開所できる体制づくりができている。（人的・物的

な資源の確保、有事の際の連絡体制の確認）【手引き35ページ】

公民館・児童館・学童保育所等の、自治体が所有する各種施設の活用について、支

援団体等への貸出しを含め、方針が示されている。【手引き12、36ページ】

災害時に協力を得られるであろう民間資源（人員・場所・物資等）の情報を収集して

いる。【手引き35ページ】

災害時に必要となる専門知識を有するスタッフの確保等のため、地域内外で災害

支援を行う団体の情報を収集している。【手引き12、36ページ】

災害時に信頼できる支援団体の情報を持ち、リストアップができている。

地域でこども支援に関わる団体の活動内容を把握するため、そうした団体との意見

交換を実施したり、支援団体の活動の場に訪問する等の取組をしている

【手引き36ページ】

各種団体の災害時支援の実績や、災害時に提供できる支援の内容について情報の

提供を受けている。【手引き22ページ】

災害時の対応について、地元のこども支援団体や大学、専門学校等と協定を結んで

いる。【手引き35ページ】

災害時にこども支援を行う団体のネットワークを組織し、自治体担当者が参加でき

る体制をとっている。【手引き36ページ】

自治体職員や民間団体職員等が学ぶことのできる、研修等の機会を設けている。

こどもの権利に関する知識を学ぶ機会を設けている。【手引き15、16、40ページ】

被災体験がこどもに与える影響についての知識を学ぶ機会を設けている。

【手引き６、７、８、17、18、40ページ】

災害時のこどもの居場所づくりと運営の方法について学ぶ機会を設けている。

【手引き19、20、21、40ページ】

◆自治体向け ◆支援団体向け

手引き III章 平時の備え〜発災前〜 
1.2 行政と支援団体の取組（P.35）
1.3 居場所づくりに関わる組織・団体の取組（P.37）

平時からの備え② 自治体と支援団体の協働と役割

チェックリスト

効果的な連携のために

・支援団体との窓口機能

・地域全体のコーディネート

・制度・政策面でのバックアップ

・専門的な支援の提供

・柔軟で迅速な対応

・現場での実践的支援
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④

自治体向け・支援団体向けの
チェックリストは

こちらのQRコードからも
ご覧頂けます。

以下のリストをご覧頂き、取り組みを進めてください。

①相互の
連絡体制構築

④協働による
人材育成

②災害時の
ための準備

③信頼関係の
事前構築

③

①

②

②
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